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国際社会科学府経営学専攻 

（博士課程前期） 

 

学 生 募 集 要 項 
（２次） 

 

 

出願手続は、インターネットから出願申請を行った上で、必要書類を提出してください。 
  １．出願申請に必要な環境 
    出願申請を行うためには、インターネットを利用できるパソコン、プリンター及び電子メール 
   アドレスが必要です。 
  ２．出願手続の流れ 
 （１）メールアドレス等の登録 
   ①本学のＷｅｂ出願システムにアクセスしてください。 
   ＵＲＬ：http://e-apply.jp/e/ynu/ 
   ②画面の指示に従って、志望する専攻等を指定してください。 
   ③氏名やメールアドレス等を登録し、申込を行ってください。 
   ④メールアドレス等の登録が済みましたら、登録完了メールが届きます。 
  （２）出願申請から出願書類提出まで 
   ①Ｗｅｂ出願システムにログインし、必要な事項を入力し登録してください。（出願申請） 
   ②出願申請後、Ｗｅｂ出願システムから入学検定料の支払い方法を選択してください。 
   ③選択した支払い方法に基づき、入学検定料を支払ってください。 
   ④入学検定料の支払完了通知メールを受信した後、Ｗｅｂ出願システムから出願に必要な書類を 
     印刷してください。 
   ⑤印刷した書類及び証明書類等を所定の出願期限までに提出してください。 
   ⑥全ての書類が本学府に到着した時点をもって、出願手続が完了となります。 
     

※Ｗｅｂ出願システムに出願申請を行っただけでは出願手続は完了しませんので、 
    ご注意ください。 
    ※出願手続の詳細は、本要項及びＷｅｂ出願システムにて確認してください。 
 

 
国際社会科学府経営学専攻社会人専修コース（横浜ビジネススクール）及び博士課程前期の他専攻を出願希望

する者は、各専攻の募集要項を請求してください。 

 

横浜国立大学 

【出願手続について】 
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専 攻 案 内 

横浜国立大学大学院国際社会科学府経営学専攻では、グローバル化、多様化する現代社会の現状を踏まえて、

経営学、会計学、経営システム科学の３分野における専門的な研究あるいは分野を横断する融合性の高い研究

を行います。 
これらの研究を通じ、本専攻では、経営環境の変化に柔軟に対応して経営に関わる諸問題を解決できる人材

の養成を目指しています。 
 
経営学分野 

経済や情報のグローバル化といった経営環境の変化は、企業経営に大きな影響を及ぼしている。それとと

もに各地域の文化や社会に根ざした経営のあり方も重要性を増している。本分野では、このように目まぐる

しく変化する経営環境の変化に柔軟に対応できる人材、なおかつ、流行に振り回されない長期的な視点に立

った人材を育成することを目指している。 

そのために本分野では、データやケースに基礎づけられ、確かな歴史認識に支えられた理論的な教育を重

視している。また狭い意味での経営学の枠にとらわれず、経済学や心理学、社会学、コミュニケーション研

究といった関連領域との対話を通じて、広い視野を持った人材を養成することも目指している。研究者のみ

ならず、実務家を志望する者にとっても、これらの知的トレーニングは大きな糧となるであろう。 

経営学分野は、具体的には次のような人材の養成を目指している。 

１． 経営戦略論、経営組織論、経営管理論に基づく、論理的思考のできる人 

２． 国際経営論や比較経営論に基づくグローカルな思考のできる人 

３． 人的資源管理論や技術経営論に基づく、効果的な経営資源の管理ができる人 

４． 経営史的な観点に立って、長期的視野で経営を見通せる人 

５． 経済学や心理学、社会学、コミュニケーション研究に基づく、学際的思考のできる人 

 

会計学分野 

企業をはじめとする様々な組織の活動がグローバル化する中、その活動状況を示す「事業の言語」として

の会計に対し、社会的要請は高まるばかりである。このような現状において会計は、理論、手続の両面にお

いて、より複雑化・高度化してきており、この傾向は今後も持続するものと思われる。このような複雑化・

高度化する会計について、会計専門職や会計研究者が、社会の多種多様なニーズに応えることは極めて重要

である。会計学分野では、そのような高度な会計知識の獲得とその社会への還元を可能とする人材輩出を目

指している。その結果、卒業後の進路は、官公庁、製造業、コンサルティング、金融などへの就職、さらに

は公認会計士や税理士と多岐にわたっている。 
会計学分野は、具体的には下記のような研究への動機付けを持つ人に適している。 
１． 企業などの組織において、会計情報が果たす利害調整機能や、情報提供機能に大きな興味を抱いて

いる人 
２． 組織の環境対応、意思決定、コントロール問題などについて、会計理論の側面から分析することに

大きな興味を抱いている人 
 

経営システム科学分野 

現在、企業は、科学的方法を理解し、それを使って合理的な問題解決ができる人材を強く求めている。 
経営システム科学分野では意思決定分析や計量分析をはじめとする数量的手法やコンピュータの利用技

術、さらにはシミュレーションによるビジネス・モデリング手法を利用して、製造、流通、金融、コンサル

ティングといった分野において活躍できる人材を養成している。 
経営システム科学分野では、例えば、次のようなことに関心のある人に適している。 
１． 現代の情報システムをいかに利用すれば e-ビジネスを成功に導くことができるか。 
２． 真に優れた生産方式、生産管理システムの要件とはいかなるものであるか。 
３． 消費者行動は理論的、実証的にどのように分析するべきか。 
４． 投資家のリスク選好、消費選好に見合った適切な証券投資はいかなるものか。 
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一般入試学生募集要項 
 

 平成３０年度横浜国立大学大学院国際社会科学府経営学専攻博士課程前期の学生を下記要項によって募集し

ます。 
 
１．専攻及び募集人員 
   経  営  学  専  攻  若干名 
 
２．出願資格 
 次のいずれかに該当する者が出願できます。 
（１）学校教育法第８３条に定める大学を卒業した者または平成３０年３月３１日までに卒業見込みの者 
（２） 学校教育法第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与された者または平成３０年３月３１日ま

でに学士の学位を取得見込みの者〔注２〕 
（３） 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者または平成３０年３月３１日までに修了見

込みの者 
（４） 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国の学校教

育における１６年の課程を修了した者または平成３０年３月３１日までに修了見込みの者 
（５）我が国において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課程を修了し

たとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者または平成３０年３月３１日ま

でに修了見込みの者 
（６）専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすもの

に限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了した者または平成

３０年３月３１日までに修了見込みの者 
（７）文部科学大臣の指定した者（昭和２８年文部省告示第５号） 
（８）学校教育法第１０２条第２項の規定により他の大学院に入学した者であって､本学大学院において、大学

院の教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの〔注４〕 
（９）本学大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、平成３０年３月３１日までに２２歳に達するもの〔注３、注４〕 
 
〔注１〕上記以外の出願資格は認めません。 
〔注２〕上記（２）における平成３０年３月３１日までに学士の学位を取得見込みの者とは、学位規則第６条

第１項の規定に基づき大学改革支援・学位授与機構が定めている要件を満たすものと認定した短期大学

及び高等専門学校に置かれた専攻科修了見込みの者で、平成２９年１０月までに大学改革支援・学位授

与機構に学位の授与を申請したものです。出願時には学位の申請をする予定であることまたは申請した

ことを証明する書類を提出する必要があります。 
〔注３〕出願資格（９）に該当するものとは、主として以下の２つです。①短期大学、高等専門学校、専修学

校、各種学校の卒業者やその他の教育施設の修了者など大学卒業資格を有していない者②小学校（また

はそれに該当する初等教育学校）入学から大学卒業までに１６年を要しない国において教育を受けた

者で、学士の学位を有する者または平成３０年３月３１日までに学士の学位を取得見込みの者 
〔注４〕上記（８）、（９）の資格により出願しようとする場合は、本学府における個別の入学資格審査を事

前に行う必要がありますので平成２９年１２月１１日（月）～平成２９年１２月１２日（火）【必着】

に次の書類を社会科学系経営学務係まで提出してください（郵送の場合は書留速達で送付してくださ

い）。窓口受付時間は、平日９時～１６時（１２時４５分～１３時４５分を除く）です。 
     ①入学資格認定申請書：所定の様式。 
     ②入学試験出願資格認定審査調書：所定の様式。 

③最終学歴の卒業(見込)証明書または在学期間(見込)証明書（原本）： 

学校長名で作成されたもの。 
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     ④学士の学位を有すること、または取得見込みであることを確認できるもの（原本）。 
（前記〔注 3〕②に該当する場合） 
⑤成績証明書：学校長名で作成・厳封されたもの。 

     ⑥研究業績及び実務経験等申告書：所定の様式。 
     ⑦研究計画書（入学資格審査用）：所定の様式。 
     ⑧修学年数調書：所定の様式を用い、外国人のみ提出してください。 

※ ①②⑥⑦⑧の書類は本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/） 
から様式をダウンロードし、Ａ４サイズの用紙に印刷の上、作成すること。 

 
    入学資格審査は、前記提出書類に基づき行います。 
    入学資格審査の認定結果については、平成２９年１２月２０日（水）に本人あてに電子メールにより

通知します。 
 
３．出願手続方法及び出願期間 

出願手続は、インターネットでの出願申請登録及び入学検定料を納付したうえで、出願書類一式を本学

府へ期限内に提出すること。 
（１）出願手続方法 

① Ｗｅｂ出願システムにアクセスし、メールアドレス等の登録を行ってください。引き続きＷｅｂ出

願システムにログインし、必要な事項を全て入力して出願申請を行ってください。 

出願申請期間：平成３０年１月１２日（金）～平成３０年１月１８日（木）  
ＵＲＬ   ：http://e-apply.jp/e/ynu/ 

      ※一度「出願申請」をクリックした後は、登録内容を変更することはできません。 
② 出願申請後、支払手続画面の指示に従って平成３０年１月１８日（木）までに入学検定料の支払手

続を行ってください。（入学検定料の支払い方法は、4 頁の「（８）入学検定料」を参照してくださ

い。） 

③ 支払手続後に受信した支払完了通知メールをＡ４サイズの用紙に印刷してください。 

④ 4 頁の「４．提出書類及び入学検定料」の内容を取りそろえ、出願期限までに提出してください。 

（出願期限及び提出方法は次項の「（２）出願期限及び提出先」を参照してください。） 

 

（２）出願期限及び提出先 

① 出願期限（出願書類の提出期限）： 

平成３０年１月１９日（金）まで（郵送の場合は１月１９日（金）消印有効） 

② 提出先 ：〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９－４ 

横浜国立大学社会科学系経営学務係 

③ 提出方法：窓口への持参または書留速達による郵送とします。 
・窓口受付時間は、平日９時～１６時（１２時４５分～１３時４５分を除く）です。 

・郵送の場合は書留速達、海外からの郵送の場合はＥＭＳとし、封筒表面にＷｅｂ出願システムか

ら印刷した宛名ラベルを貼付して郵送すること。 

・提出の際は、Ｗｅｂ出願システムから印刷した「出願提出書類チェック票」により、提出書類に

漏れがないか確認すること。 

 

（３）注意事項 

① 出願手続は、Ｗｅｂ出願システムによる出願申請、入学検定料の支払いを平成３０年１月１８日

（木）までに完了したうえで、平成３０年１月１９日（金）までに必要書類を提出（郵送の場合は

１月１９日（金）消印有効）していることが確認されたもののみ受理します。 

② Ｗｅｂ出願システムの入力において、一定時間（約２０分間）何も操作を行わなかった場合は入力

内容が取り消される場合があります。 

③ Ｗｅｂ出願システムにおける入力作業を一時中断する場合は、「一時保存」をクリックしてログア

ウトしてください。再ログイン後、入力を再開することができます。これ以外の方法で入力作業を

中断した場合は、入力内容が取り消されます。 

④ Ｗｅｂ出願システムの操作方法に関するお問い合わせは、以下へお願いします。 

株式会社ディスコ 「学び・教育サポートセンター」 

http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/
http://e-apply.jp/e/ynu/
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ＴＥＬ ：0120-708898（受付時間：月～金 10:00～18:00） 

Ｅ-Mail：cvs-web@disc.co.jp 

 
４．提出書類及び入学検定料 

以下の出願書類を提出するにあたり、過不足がないか必ず確認の上、送付してください。 
以下の出願書類のうち、（１）、（２）、（７）は入学検定料を納付した後、Ｗｅｂ出願システムから

印刷してください。 
※（５）は本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/）から Word ファイルをダウ

ンロードして作成することができます。 
 
（１）入 学 願 書：Ｗｅｂ出願システムにて必要事項の入力後に作成される入学願書をＡ４サイズの         

用紙に印刷し、２枚目に署名及び日付を記入し、写真を貼付のうえ提出すること。 
 
（２）修学年数調書：外国人のみ。Ｗｅｂ出願システムにて必要事項の入力後に作成される修学年数調書をＡ

４サイズの用紙に印刷し、提出すること。 
※入学資格審査のために提出済みの外国人は、再提出は不要です。 

 
（３）卒業証明書または卒業見込証明書（原本）： 

ただし前記「２．出願資格（２）」により出願する者は、学位授与証明書または学位授与申請受理証明

書。 
   注：卒業した大学が外国の教育制度による学校で学士の学位を取得している場合は、卒業と学士の授与

が確認できるものを提出してください。 
※入学資格審査のために提出済みの者は、再提出は不要です。 

 
（４）成績証明書：出身大学の学長または学部長によって作成され厳封されたもの。 
   ※入学資格審査のために提出済みの者は、再提出は不要です。 
 
（５）推 薦 書：提出は任意。提出する場合は、所定の様式に出身大学の学部長または指導教員によって作

成され厳封されたもの。作成は手書き、ワープロどちらでも可。 

 

（６）写真 ２枚：出願前３か月以内に撮影した縦４㎝、横３㎝上半身脱帽のもの。写真（１枚目）は、入学

願書に貼付。写真（２枚目）は、入学願書に貼付したものと同一のものを、受験票に貼付。 

※写真は加工しないでください。 

 
（７）研究計画書：日本語２,５００字以内。Ｗｅｂ出願システムにて必要事項の入力後に作成される研究計画

書をＡ４サイズの用紙に印刷し、提出すること。内容に第１希望の研究指導教員を選んだ

理由を含めること。 
注：日本語による作成が困難な出願者は、英語の研究計画書（８００語以内）を別添してもかまいません。 

 
（８）入学検定料（日本政府の国費留学生を除きます）：Ｗｅｂ出願システムで出願申請した後に表示される

支払手続画面に従って支払い手続を行い、支払手続完了後に受信した支払完了通知メール

を、Ａ４サイズの用紙に印刷したものを提出すること。 
   ① 払込金額：３０，０００円。 

※災害救助法等の適用地域の被災者に対する入学検定料免除特別措置について 
本学では、災害等で被災した受験生の進学の機会を確保する観点から、入学検定料免除の特別措置を行います。

詳細は本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/index.html）をご覧ください。 
   ② 払込方法：Ｗｅｂ出願システムで出願申請を行った後に表示される支払手続き画面に従い、平成

３０年１月１８日（木）までに支払手続を完了してください。 
 
 

http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/
http://www.ynu.ac.jp/exam/index.html
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【支払方法は次から選択できます】 

ａ．コンビニエンスストア 

ｂ．Pay-easy（ペイジー）対応ＡＴＭによる支払 

ｃ．Pay-easy（ペイジー）対応ネットバンクによる支払 

ｄ．クレジットカード（海外在住の志願者及び外国人留学生志願者のみ） 

ｅ．中国銀聯ネット決済（海外在住の志願者及び外国人留学生志願者のみ） 

※支払方法の詳細は、Ｗｅｂ出願システム「はじめに」の「検定料の支払いについて」

を参照してください。 

※支払時に別途必要な支払手数料は、入学志願者本人の負担となります。 

※コンビニエンスストア及び Pay-easy（ペイジー）対応ＡＴＭの支払方法を選択した場

合は、Ｗｅｂ出願システムの画面に表示された各種支払用の番号を当該支払機関に持

参の上、お支払いください。 

※支払後に受取るお客様控えまたは支払完了通知メールを印刷したものは、ご自分の控

えとして大切に保管してください。 

※普通為替や現金では受理できません。 

   ③ 出願書類を受理した後は、次の場合を除き、いかなる理由があっても払込済の入学検定料    

は返還いたしません。 
    ア．入学検定料の返還請求ができるもの 
     （ア）入学検定料を払い込んだが本学大学院国際社会科学府に出願しなかった場合 

（出願書類を提出しなかったまたは出願が受理されなかった）。 
     （イ）入学検定料を誤って二重に払い込んだ場合。 

イ．入学検定料の返還請求の方法 
①返還請求の理由、②氏名（ふりがな）、③現住所、④連絡先電話番号を明記した検定料返還請

求願（様式は問わない）を作成し、必ず、支払完了後に受信した支払完了通知メールを印刷した

ものを添付して、社会科学系経営学務係へ速やかに郵送してください。 
ウ． その他 

①入学検定料の返還（払戻し）には相当の日数がかかりますのでご了承願います。 

②出願が受理されなかった場合については、本学から別途返還に必要な書類を郵送します。 

③返還額は、返還の際に要する手数料が差し引かれた額となりますのでご了承願います。 

 
（９）その他学府が必要を認める書類。 
 
（10）その他の添付書類。 

① 外国人は、在留カードの両面の写しを提出してください。ただし、日本に居住していない場合は、

パスポートの写しを提出し、受験当日はパスポートを持参してください。 
   ② 日本政府の国費留学生は、国費留学生証明書を提出してください。 
   ③ 外国政府等の派遣生は、外国政府等の派遣生であり、当該機関が留学にかかる費用を負担すること

を証する書類を提出してください。 
 
 ※提出書類中、英語以外の外国語で書かれた証明書・文書・資料等には、その日本語訳または英訳を添付し

てください。 
 

５．受験票 

平成３０年２月１日（木）までに、出願を正式に受理した旨を電子メールでお知らせします。受験票

は、メールに記載されている注意事項に従い、Ｗｅｂ出願システムにログインして印刷してください。

印刷した受験票は、入学願書と同一の写真を貼付のうえ、試験当日に持参してください。 
   ※受験票（表・裏）には何も記入してはいけません。 
 
６．選抜方法 
（１）第１次選抜は、学力検査及び出願書類の内容を総合して行います。 
（２）第２次選抜は、第１次選抜合格者に対し、口述試験を行います。 
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７．学力検査科目等 

選抜の種類 科    目    等 期 日 時 間 

第１次 
 

選 抜 

外 国 語   英 語 

２月１６日（金） 

10時～11時 

論  文 
問題の中から、２題選択すること。 
（注）ただし、会計学の指導教員（17,18 頁「平成３０

年度研究指導教員一覧」で、※が付いている教員）

を志望する場合は、会計学分野の問題の中から１題

は選択すること。 

12時～14時 

第２次 
選 抜 

口述試験 ２月２８日（水） 10時～ 

 【注意】 
① 解答は、日本語で行うこと。辞書等の持ち込みは一切不可。 
② 第１次選抜（筆記試験）で外国語、論文のいずれかの試験を受験しなかったものは、第１次 
選抜を放棄したものとみなす。 

 
８．学力検査等の場所 
  横浜国立大学経営学部講義棟２号館（〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９－４）。 
 
９．第１次選抜合格者の発表 
  平成３０年２月２１日（水）１５時頃、経営学部１号館掲示板に掲示するとともに、参考として本専攻ホ

ームページ上にも掲載します（http://www.b.ynu.ac.jp/index.html）。なお、電話による照会には一切応じません。 
 
10．合格者の発表 

  平成３０年３月７日（水）１５時頃、経営学部１号館掲示板に掲示するとともに、合格者にのみ合格通知

書 を 郵 送 し ま す 。 ま た 、 参 考 と し て 本 専 攻 ホ ー ム ペ ー ジ 上 に も 掲 載 し ま す

（http://www.b.ynu.ac.jp/index.html）。なお、電話による照会には一切応じません。 
 
11．入学時に必要な経費 

（１）入学料     ２８２，０００円〔現行〕 
（２）授業料 前期分 ２６７，９００円（年額 ５３５，８００円）〔現行〕 
   注１：入学手続き後は、いかなる理由があっても入学料は返還しません。 

注２：入学料及び授業料は、改定される場合があります。 
   注３：在学中に授業料の改定が行われた場合には、改定時から新しい授業料が適用されます。 
   注４：詳細は、入学手続書類と一緒に送付します。 
 

12．入学手続期間 

  平成３０年３月１３日（火）～３月１５日（木）まで。 

（１）入学手続きは、原則として、社会科学系経営学務係の窓口にて受付。 

窓口受付時間：９時～１２時、１４時～１６時 
（２）郵便の場合は、３月１５日（木）必着。 
 
 
 

http://www.b.ynu.ac.jp/index.html
http://www.b.ynu.ac.jp/index.html
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13．障がい等のある入学志願者の事前相談について 

障がい等のある者（下表以外の者も含む）が、受験及び修学の上で配慮が必要とする場合は、出願前に必

ず経営学務係に相談してください。 
また、出願後の不慮の事故などにより、受験及び修学の上で配慮が必要となった場合は、その時点で速や

かに経営学務係まで申し出てください。 
なお、下表から判断できない場合については、お尋ねください。 

【代表的な事項】 

区  分 障  が  い  の  程  度 

視覚障がい 
 両眼の視力がおおむね０．３未満のもの又は視力以外の視機能障害が高度のものの
うち、拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が不可能又は
著しく困難な程度のもの 

聴覚障がい 
 両耳の聴力レベルがおおむね６０デシベル以上のもののうち、補聴器等の使用によ
っても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程度のもの 

肢体不自由 

一 肢体不自由の状態が補装具の使用によっても歩行、筆記等日常生活における基本
的な動作が不可能又は困難な程度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち、常時の医学的観察
指導を必要とする程度のもの 

病 弱 
一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患の状態が継
続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

発達障がい 
自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障が

いのため配慮を必要とする者 

申請方法及び連絡先 
(1) 申請は、下表の様式例を参考に申請書を作成し、診断書又は身体障害者手帳（写）、その他参考資料

を添えて申請してください。 
(2) 申請内容によっては対応に時間を要する場合もあるので、出願する前のできるだけ早い時期に相談し

てください。 
(3) 申請・連絡先 

〒240-8501  横浜市保土ケ谷区常盤台79-4 
横浜国立大学 社会科学系経営学務係 
TEL.045-339-3684 FAX.045-339-3665 

 
【参考】事前相談申請書様式例 

（様式）Ａ４判縦  
                                                平成 年 月 日 
   横浜国立大学長 殿 
                                    ふりがな 
                  氏  名 
                                   生年月日 
                  住  所 〒 
                  電話番号 
 

横浜国立大学に入学を志願したいので、下記のとおり事前に相談します。 
 

記 
 

１．志望する学府・専攻・教育プログラム・出願する入試名 
２．障がいの種類、程度 
３．受験に際して配慮を希望する事項 
４．入学後の修学に際して配慮を希望する事項 
５．そ の 他 

 
   （添付書類）診断書又は身体障害者手帳（写）、その他参考資料 
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14．個人情報の取扱いについて 
  「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）の規定に基づく、「国

立大学法人横浜国立大学の保有する個人情報の保護に関する規則」に則り、出願書類等により志願者から

提出された個人情報については、本学府入学者選抜に係る用途の他、本人の申請に伴う入学料免除等の福

利厚生関係の資料、本学における諸調査・研究に関する業務にのみ使用し、他の目的に利用、または提供さ

れることはありません。 
 
15．注意事項 
（１）提出された書類は、いかなる理由があっても返還しません。 
（２）第１次選抜（筆記試験）受験には、必ず受験票を持参してください。 
（３）第２次選抜（口述試験）受験には、必ず受験票を持参してください。 
（４）私費外国人留学生において、在留資格「留学」を取得するに当たっては、留学生生活を維持 

できる経済的基盤を有している必要があります。 
 

横浜国立大学社会科学系経営学務係 

〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９番４号 

int.keiei@ynu.ac.jp 
 

 



 

9 
 

社会人入試学生募集要項 
 
平成３０年度横浜国立大学大学院国際社会科学府経営学専攻博士課程前期を志望する社会人を対象として、

大学院設置基準第１４条に定める教育方法の特例（15 頁参照）による教育を実施するとともに、下記の要項に

よって入試を実施し、社会人学生を募集します。 
 
１．専攻及び募集人員 
   経  営  学  専  攻   若干名 
 
２．出願資格 
  本学府において、次の（A）、（B）のいずれかに認定された者で、2 頁「２．出願資格」に示すいずれか

の出願資格を有する者。 
※社会人入試として出願する者は、出願資格の認定が必要です。 

  
（A）平成３０年３月３１日までに大学卒業後同一企業等に原則として２年以上正規職員として勤務する者。 

 （B）勤務先から在職のまま派遣され所属長の推薦状を提出できる者。 
 
３．資格認定書類提出期間 
   平成２９年１２月１１日（月）～平成２９年１２月１２日（火）【必着】に、次の書類を社会科学系経

営学務係に提出してください（郵送の場合は書留速達で送付してください）。窓口受付時間は、平日９時

～１６時（１２時４５分～１３時４５分を除く）です。 
① 社会人入試出願資格認定願書：所定の様式。 
② 修学年数調書：所定の様式。外国人のみ。 
③ 卒業証明書（原本）： 

ただし、2 頁「２．出願資格」の（２）により出願する者は学位授与証明書。 
注：卒業した大学が外国の教育制度による学校で学士の学位を取得している場合は、卒業と学士

の授与が確認できるものを提出してください。 
④ 成績証明書：出身大学の学長または学部長によって作成され厳封されたもの。 
⑤ 在職証明書：現在または過去の勤務先の所属長により、大学卒業後２年以上の勤務経験を証明

する文書。様式は任意。 
⑥ 人物推薦書：提出は任意。提出する場合は、所定の様式を用い、現在の勤務先の所属長による

ものが望ましい。 
※ ①②⑥の書類は、本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/）から様式

をダウンロードし、Ａ４サイズの用紙に印刷の上、作成すること。 
 
出願資格審査は、前記提出書類に基づき行います。 
出願資格審査の認定結果については、平成２９年１２月２０日（水）に本人あてに電子メールにより通

知します。 
   （注）：2 頁「２．出願資格」の（８）、（９）で出願を希望する者は、2 頁の〔注４〕に従って、必要

な書類を併せて提出してください。 
 
４．出願手続方法及び出願期間 

出願手続は、インターネットでの出願申請登録及び入学検定料を納付したうえで、出願書類一式を本学

府へ期限内に提出すること。 
（１）出願手続方法 

① Ｗｅｂ出願システムにアクセスし、メールアドレス等の登録を行ってください。引き続きＷｅｂ出

願システムにログインし、必要な事項を全て入力して出願申請を行ってください。 

出願申請期間：平成３０年１月１２日（金）～平成３０年１月１８日（木）  

http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/
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ＵＲＬ   ：http://e-apply.jp/e/ynu/ 
      ※一度「出願申請」をクリックした後は、登録内容を変更することはできません。 

② 出願申請後、支払手続画面の指示に従って、平成３０年１月１８日（木）までに入学検定料の支払

手続を行ってください。（入学検定料の支払い方法は、11 頁の「（6）入学検定料」を参照してくだ

さい。） 

③ 支払手続後に受信した支払完了通知メールをＡ４サイズの用紙に印刷してください。 

④ 10 頁の「５．提出書類及び入学検定料」の内容を取りそろえ、出願期限までに提出してください。

（出願期限及び提出方法は次項の「（２）出願期限及び提出先」を参照してください。） 

 

（２）出願期限及び提出先 

① 出願期限（出願書類の提出期限）： 

平成３０年１月１９日（金）まで（郵送の場合は１月１９日（金）消印有効） 

② 提出先 ：〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９－４ 

横浜国立大学社会科学系経営学務係 

③ 提出方法：窓口への持参または書留速達による郵送とします。 
・窓口受付時間は、平日９時～１６時（１２時４５分～１３時４５分を除く）です。 

・郵送の場合は書留速達、海外からの郵送の場合はＥＭＳとし、封筒表面にＷｅｂ出願システムか

ら印刷した宛名ラベルを貼付して郵送すること。 

・提出の際は、Ｗｅｂ出願システムから印刷した「出願提出書類チェック票」により、提出書類に

もれがないか確認すること。 

 

（３）注意事項 

① 出願手続は、Ｗｅｂ出願システムによる出願申請、入学検定料の支払いを平成３０年１月１８日

（木）までに完了したうえで、１月１９日（金）までに必要書類を提出（郵送の場合は１月１９日

（金）消印有効）していることが確認されたもののみ受理します。 

② Ｗｅｂ出願システムの入力において、一定時間（約２０分間）何も操作を行わなかった場合は入力

内容が取り消される場合があります。 

③ Ｗｅｂ出願システムにおける入力作業を一時中断する場合は、「一時保存」をクリックしてログア

ウトしてください。再ログイン後、入力を再開することができます。これ以外の方法で入力作業を

中断した場合は、入力内容が取り消されます。 

④ Ｗｅｂ出願システムの操作方法に関するお問い合わせは、以下へお願いします。 

株式会社ディスコ 「学び・教育サポートセンター」 

ＴＥＬ ：0120-708898（受付時間：月～金 10:00～18:00） 

Ｅ-Mail：cvs-web@disc.co.jp 

 
５．提出書類及び入学検定料 
   出願資格があると認定された者のみ、下記（１）～（８）を過不足がないか必ず確認の上、送付してく

ださい。 
以下の出願書類のうち、（１）と（４）は入学検定料を納付した後、Ｗｅｂ出願システムから印刷して

ください。 
※（２）と（５）は本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/）から Word ファ

イルをダウンロードして作成することができます。 
 
（１）入 学 願 書：Ｗｅｂ出願システムにて必要事項の入力後に作成される入学願書をＡ４サイズの用紙に印

刷し、２枚目に署名及び日付を記入し、写真を貼付のうえ提出すること。 
 
（２）推 薦 書：提出は任意。提出する場合は、所定の様式に出身大学の学部長または指導教員によって作

成され厳封されたもの。作成は手書き、ワープロどちらでも可。 
 
（３）写真 ２枚：出願前３か月以内に撮影した縦４㎝、横３㎝上半身脱帽のもの。写真（１枚目）は、入学

願書に貼付。写真（２枚目）は、入学願書に貼付したものと同一のものを、受験票に貼付。 

※写真は加工しないでください。 

http://e-apply.jp/e/ynu/
http://www.ynu.ac.jp/exam/graduate/internet/form/


 

11 
 

 
（４）研究計画書：日本語２,５００字以内。Ｗｅｂ出願システムにて必要事項の入力後に作成される研究計画

書をＡ４サイズの用紙に印刷し、提出すること。内容に第１希望の研究指導教員を選んだ

理由を含めること。 
注：日本語による作成が困難な出願者は、英語の研究計画書（８００語以内）を別添して

もかまいません。 
 
（５）長期履修願書:長期履修制度を希望する者は、所定の様式にて必ず提出してください。 
 
（６）入学検定料：Ｗｅｂ出願システムで出願申請した後に表示される支払手続画面に従って支払い手続を行

い、支払手続完了後に受信した支払完了通知メールを、Ａ４サイズの用紙に印刷したもの

を提出すること。 
   ① 払込金額：３０，０００円。 

※災害救助法等の適用地域の被災者に対する入学検定料免除特別措置について 

本学では、災害等で被災した受験生の進学の機会を確保する観点から、入学検定料免除の特別措置を行います。 

詳細は本学ホームページ（http://www.ynu.ac.jp/exam/index.html）をご覧ください。 

   ② 払込方法：Ｗｅｂ出願システムで出願申請を行った後に表示される支払手続き画面に従い、平成

３０年１月１８日（木）までに支払手続を完了してください。 
【支払方法は次から選択できます】 

ａ．コンビニエンスストア 

ｂ．Pay-easy（ペイジー）対応ＡＴＭによる支払 

ｃ．Pay-easy（ペイジー）対応ネットバンクによる支払 

ｄ．クレジットカード（海外在住の志願者及び外国人留学生志願者のみ） 

ｅ．中国銀聯ネット決済（海外在住の志願者及び外国人留学生志願者のみ） 

※支払方法の詳細は、Ｗｅｂ出願システム「はじめに」の「検定料の支払いについて」

を参照してください。 

※支払時に別途必要な支払手数料は、入学志願者本人の負担となります。 

※コンビニエンスストア及び Pay-easy（ペイジー）対応ＡＴＭの支払方法を選択した場

合は、Ｗｅｂ出願システムの画面に表示された各種支払用の番号を当該支払機関に持

参の上、お支払いください。 

※支払後に受取るお客様控えまたは支払完了通知メールを印刷したものは、ご自分の控

えとして大切に保管してください。 

※普通為替や現金では受理できません。 

   ③ 出願書類を受理した後は、次の場合を除き、いかなる理由があっても払込済の入学検定料    

は返還いたしません。 
    ア．入学検定料の返還請求ができるもの 
     （ア）入学検定料を払い込んだが本学大学院国際社会科学府に出願しなかった場合 

（出願書類を提出しなかったまたは出願が受理されなかった）。 
     （イ）入学検定料を誤って二重に払い込んだ場合。 

イ．入学検定料の返還請求の方法 
     ①返還請求の理由、②氏名（ふりがな）、③現住所、④連絡先電話番号を明記した検定料返還請

求願（様式は問わない）を作成し、必ず、支払完了後に受信した支払完了通知メールを印刷した

ものを添付して、社会科学系経営学務係へ速やかに郵送してください。 
ウ． その他 

      ①検定料の返還（払戻し）には相当の日数がかかりますのでご了承願います。 

       ②出願が受理されなかった場合については、本学から別途返還に必要な書類を郵送します。 

       ③返還額は、返還の際に要する手数料が差し引かれた額となりますのでご了承願います。 

 
（７）その他学府が必要を認める書類。 
 
（８）その他の添付書類。 

http://www.ynu.ac.jp/exam/index.html
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   外国人は、在留カードの両面の写しを提出してください。ただし、日本に居住していない場合は、パス

ポートの写しを提出し、受験当日はパスポートを持参してください。 
   
※提出書類中、英語以外の外国語で書かれた証明書・文書・資料等には、その日本語訳または英訳を添付し

てください。 
 
６．受験票 

   平成３０年２月１日（木）までに、出願を正式に受理した旨を電子メールでお知らせします。受験票は、

メールに記載されている注意事項に従い、Ｗｅｂ出願システムにログインして印刷してください。印刷し

た受験票は、入学願書と同一の写真を貼付のうえ、試験当日に持参してください。 
※受験票（表・裏）には何も記入してはいけません。 

 
７．選抜方法 
（１）第１次選抜は、学力検査および出願書類の内容を総合して行います。 
（２）第２次選抜は、第１次選抜合格者に対し、口述試験を行います。 
 
８．学力検査科目等 

選抜の種類 科    目    等 期 日 時 間 

第 1次選抜 外 国 語   英 語 ２月１６日（金） 10時～11時 

第２次選抜 口述試験 ２月２８日（水） 10時～ 

 【注意】 
解答は、日本語で行うこと。辞書等の持ち込みは一切不可。 

 

９．学力検査等の場所 
  横浜国立大学経営学部講義棟２号館（〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９－４）。 
 
10．第１次選抜合格者の発表 

  平成３０年２月２１日（水）１５時頃、経営学部１号館掲示板に掲示するとともに、参考として本専攻ホ

ームページ上にも掲載します（http://www.b.ynu.ac.jp/index.html）。なお、電話による照会には一切応じません。 
 
11．合格者の発表 

  平成３０年３月７日（水）１５時頃、経営学部１号館掲示板に掲示するとともに、合格者にのみ合格通知

書を郵送します。また、参考として本専攻ホームページ上にも掲載します（http://www.b.ynu.ac.jp/index.html）。
なお、電話による照会には一切応じません。 
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12．入学時に必要な経費 

（１）入学料     ２８２，０００円〔現行〕 
（２）授業料 前期分 ２６７，９００円（年額 ５３５，８００円）〔現行〕 
   注１：入学手続き後は、いかなる理由があっても入学料は返還しません。 

注２：入学料および授業料は、改定される場合があります。 
   注３：在学中に授業料の改定が行われた場合には、改定時から新しい授業料が適用されます。 
   注４：詳細は、入学手続書類と一緒に送付します。 
 
13．入学手続期間 

平成３０年３月１３日（火）～３月１５日（木）まで。 

（１） 入学手続きは、原則として、社会科学系経営学務係の窓口にて受付。 

窓口受付時間：９時～１２時、１４時～１６時 

（２） 郵便の場合は、３月１５日（木）必着。 

 

14．障がい等のある入学志願者の事前相談について 
障がい等のある者（下表以外の者も含む）が、受験及び修学の上で配慮が必要とする場合は、出願前に必

ず経営学務係に相談してください。 
また、出願後の不慮の事故などにより、受験及び修学の上で配慮が必要となった場合は、その時点で速や

かに経営学務係まで申し出てください。 
なお、下表から判断できない場合については、お尋ねください。 

 
【代表的な事項】 

区  分 障  が  い  の  程  度 

視覚障がい 
 両眼の視力がおおむね０．３未満のもの又は視力以外の視機能障害が高度のものの
うち、拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が不可能又は
著しく困難な程度のもの 

聴覚障がい 
 両耳の聴力レベルがおおむね６０デシベル以上のもののうち、補聴器等の使用によ
っても通常の話声を解することが不可能又は著しく困難な程度のもの 

肢体不自由 

一 肢体不自由の状態が補装具の使用によっても歩行、筆記等日常生活における基本
的な動作が不可能又は困難な程度のもの 

二 肢体不自由の状態が前号に掲げる程度に達しないもののうち、常時の医学的観察
指導を必要とする程度のもの 

病 弱 
一 慢性の呼吸器疾患、腎臓疾患及び神経疾患、悪性新生物その他の疾患の状態が継
続して医療又は生活規制を必要とする程度のもの 

二 身体虚弱の状態が継続して生活規制を必要とする程度のもの 

発達障がい 
自閉症、アスペルガー症候群、広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥多動性障がい
のため配慮を必要とする者 

 
申請方法及び連絡先 
(1) 申請は、下表の様式例を参考に申請書を作成し、診断書又は身体障害者手帳（写）、その他参考資料

を添えて申請してください。 
(2) 申請内容によっては対応に時間を要する場合もあるので、出願する前のできるだけ早い時期に相談し

てください。 
(3) 申請・連絡先 

〒240-8501  横浜市保土ケ谷区常盤台79-4 
横浜国立大学 社会科学系経営学務係 
TEL.045-339-3684 FAX.045-339-3665 
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【参考】事前相談申請書様式例 
 

（様式）Ａ４判縦  
                                                平成 年 月 日 
   横浜国立大学長 殿 
                                    ふりがな 
                  氏  名 
                                   生年月日 
                  住  所 〒 
                  電話番号 
 

横浜国立大学に入学を志願したいので、下記のとおり事前に相談します。 
 

記 
 

１．志望する学府・専攻・教育プログラム・出願する入試名 
２．障がいの種類、程度 
３．受験に際して配慮を希望する事項 
４．入学後の修学に際して配慮を希望する事項 
５．そ の 他 

 
   （添付書類）診断書又は身体障害者手帳（写）、その他参考資料 

 

 

15．個人情報の取扱いについて 
  「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）の規定に基づく、「国

立大学法人横浜国立大学の保有する個人情報の保護に関する規則」に則り、出願書類等により志願者から

提出された個人情報については、本学府入学者選抜に係る用途の他、本人の申請に伴う入学料免除等の福

利厚生関係の資料、本学における諸調査・研究に関する業務にのみ使用し、他の目的に利用、または提供さ

れることはありません。 
 
16．注意事項 

（１）提出された書類は、いかなる理由があっても返還しません。 
（２）第１次選抜（筆記試験）受験には、必ず受験票を持参してください。 
（３）第２次選抜（口述試験）受験には、必ず受験票を持参してください。 
（４）私費外国人留学生において、在留資格「留学」を取得するに当たっては、留学生生活を維持 
  できる経済的基盤を有している必要があります。 
 

横浜国立大学社会科学系経営学務係 

〒240-8501 横浜市保土ケ谷区常盤台７９番４号 

int.keiei@ynu.ac.jp 
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大学院設置基準第 14 条による教育方法の特例 
（社会人特別プログラム） 

 
 

１．２年間の履修計画の作成は、指導教員の指導のもとに行ってください。 
 
２．２年間で修了することが勤務の都合上無理な場合は、予め３～４年間の履修計画を 
 たてることもできます。 
 
３．修学年限２年のうち第１年次は、全日通学を原則とします。 
 
４．特例によって授業又は研究指導を行う必要のある場合は、指導教員の承認を前提とし、以下のように

行います。 

① 平日夜間    ５時限 １６時１５分～１７時４５分 
６時限 １７時５０分～１９時２０分 
７時限 １９時２５分～２０時５５分 

② 休業期間における集中 
 
５．社会人以外の学生も、大学院設置基準第１４条特例に基づいて開設される６・７時限 
 の授業を履修登録し、課程修了に必要な単位数に加えることができます。 

ただし、履修登録に当たっては、担当教員の承認を必要とします。 
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講 義 科 目 
 

 科  目 

コア科目 

戦略経営特論 

組織マネジメント特論 

国際経営特論 

財務会計特論 

管理会計特論 

経営科学特論 

計量分析特論 

産業分析特論 

経営学分野 

産業・組織心理学特論 

人的資源管理特論 

経営史特論 

金融システム特論 

比較経営特論 

比較社会文化特論 

グローバル・イノベーション・マネジメント特論 

企業と社会特論 

会計学分野 

簿記原理特論 

会計監査特論 

公会計特論 

税務会計特論 

原価会計特論 

生態会計特論 

国際会計特論 

経営システム科学分野 

オペレーションズ・マネジメント特論 

経営シミュレーション特論 

経営財務特論 

マーケティング特論 
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平成３０年度 研究指導教員一覧 
 
研究指導教員は、原則として、合格者の希望を勘案して選定されます。 
なお、希望する研究指導教員名は、以下から第２希望まで選択してください。 
教員の研究テーマについての詳しい情報は、教員名をクリックしてください。 
一般入試出願者が会計学の指導教員（※が付いている教員）を志望する場合は、 第 1 次選抜（論文）を受

験する際に、会計学分野の問題の中から１題は選択すること。 
（注）研究指導教員一覧には変更が生じる可能性があります。出願期間中にWeb 出願システムから出願申請す

る際、Web 出願システム上に記載されている研究指導教員一覧をご確認ください。Web 出願システム上記載の

一覧が最終版となり、希望指導教員はその中から選択することが可能となります。 
教員名 研 究 テ ー マ 

青木  洋 各国の企業，産業，技術の発展に関する歴史研究 

泉  宏之※ 簿記および財務会計の原理的・理論的研究 

伊藤 有希 統計学および確率論的アプローチを用いた金融市場、証券、金融リスクに関する研究 

井上  徹 多変量解析・計量経済学とこれらの分析手法の経済・経営データへの適用 

大雄  智※ 会計測定とディスクロージャーに関する研究、会計基準の研究 

大森  明※ 環境問題、資源問題、社会問題に対するマクロ・メゾ・ミクロレベルの会計の研究 

小川 慎一 雇用や労働、働きかたに関する社会的な慣行・制度の維持や変化の研究 

貴志 奈央子 産業育成に向けた技術政策の研究 

君島 美葵子※ 
営業費の管理会計研究、顧客を中心としたセグメント別損益計算、レベニュー・ドライバー、

マーケティング活動のアカウンタビリティに関する研究 

木村 晃久※ 財務会計に関する実証研究 

公文 蔵人 戦前期日本における大企業体制の形成過程に関する史的実証研究 

河野 英子 サプライヤーの組織能力と競争優位に関する研究 

小林 正佳 
言語コミュニケーション（日本語及び英語）に関する社会的・心理的・文化的視点からの研

究、社会言語学・語用論が対象とする研究 

齋藤 真哉※ 会計における計算構造と財務諸表表示に関する研究 

佐藤  亮 
サービス・イノベーション戦略策定方法論、および、ビジネスプロセスと情報システムの分析

と設計に関する理論研究と事例研究 

鈴木 香織 代数幾何学と社会科学への数理的アプローチに関する研究 

ソーントン、      
 武 アーサー  

文化によるポスト工業都市の再生、グローバル・アート市場、メディア論、近代日本文学 

孫   穎 
グリーンサプライチェーンマネジメントの国際展開、企業の環境配慮型経営、地域の環境マ

ネジメント、再生可能エネルギーの普及、環境政策評価に関する実証研究 

 

http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/AOKI_Hiroshi/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/IZUMI_Hiroyuki/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/ITOH_Yuki/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/INOUE_Tohru/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/OTAKA_Satoru/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/OMORI_Akira/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/OGAWA_Shin-ichi/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KISHI_Naoko/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KIMIJIMA_Mikiko/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KIMURA_Akihisa/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KUMON_Kurato/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KONO_Hideko/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/KOBAYASHI_Masayoshi/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/SAITO_Shinya/ja.html
http://er-web.jmk.ynu.ac.jp/html/SATO_Ryo/ja.html
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教員名 研 究 テ ー マ 

高井 文子 
インターネットビジネスにおける成功条件、 既存大手企業と新規参入企業との競争戦略、イ

ノベーションと企業戦略に関する研究 

髙須 悠介※ 財務会計・企業財務に関する実証研究 

高橋  賢※ 
業績評価会計，利益計画，管理会計・原価計算の計算構造理論，原価配分理論(直接原価

計算，ABC 等） 

田名部 元成 情報システムのデザインと評価のためのシミュレーション&ゲーミング方法論 

鶴見  裕之 計量的なアプローチを用いたマーケティング及び流通に関する研究 

寺本 高 消費者行動とマーケティング・コミュニケーションに関する実証研究 

中野 弘美 広告をめぐる文化研究 

中村 博之※ 
設備投資プロジェクトのための管理会計システムの研究、サービス業務のコスト管理、海外

子会社コントロール・システムの研究 

成島 康史 オペレーションズ・リサーチ、特に数理最適化問題に対する理論および応用研究 

原  俊雄※ 簿記および財務会計の理論・制度・歴史に関する研究 

二神 枝保 
戦略的人的資源管理(SHRM)の研究，戦略的人的資源開発(SHRD)の日米欧比較，コンティ

ンジェント・ワーカーの働き方，女性のキャリア開発，人材の流動化についての研究 

前山 政之※ 
公認会計士による財務諸表監査および内部統制監査についての概念・制度・歴史・事例・実

証アプローチによる研究 

松井 美樹 
production system、operations management、supply chain management、およびこれらと隣接

する関連領域との interface に関する理論研究と実証研究 

本橋 永至 マーケティングダイナミクス及びマイクロマーケティングに関する実証研究 

森田  洋 資産価格理論、特に利子率の期間構造の理論 

八木 裕之 
生態会計、環境会計、サステナビリティ会計、サステナビリティ戦略、サステナビリティマネジ

メント、サステナビリティ報告、統合報告 

谷地 弘安 ICT 産業における市場・競争戦略、技術マーケティング 

横澤 公道 企業コミュニティに対する知識移転；企業間協働改善コミュニティの形成プロセスの研究 
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